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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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　1990年代のマレーシアでは，年率9～10％
前後の高度成長とマハティール政権による安定
した統治が続いた。しかし，1997年のアジア
通貨危機が，経済，政治両面で困難をもたらし
た。経済においては，大幅な金融緩和の結果，
1999年には回復の兆しがみえた。政治面では，
アンワール副首相が，マハティール首相と対立
したのち，副首相兼財務相を解任され，逮捕さ
れるという混乱が生じた。政争は，アンワール
を支持する大衆による大規模な抗議デモにつな
がった。その結果，1999年の総選挙で与党は
下院定数の3分の2以上の議席数を維持したも
のの，マレー人からの支持の低下に直面した。
対外関係では，マハティール首相が先進諸国へ
の対抗のため，地域経済協力を模索した。

国内政治

マハティール政権の安定と綻び
　1990年代，マハティール首相率いる国民戦
線（BN）政権はさまざまな反発を抑え込み，
安定的な統治を行っていた。1997年のアジア

通貨危機は，その裏で続いていた与党・統一
マレー人国民組織（UMNO）内の内紛を表面
化させた。1999年総選挙の結果からは，マハ
ティールはその混乱もうまく収拾したようにみ
える。しかし，アンワール副首相の解任，逮捕
に端を発した，野党や市民社会，大衆による政
治改革を求める動きは，2018年の政権交代に
つながるマレーシアの政治的変化の萌芽であっ
た。
　マハティール政権の安定は，1990年代後半
までに，王権，野党，地方政府という対立する
三者の影響力をおおむね封じ込めることで実現
していた。第一に，王権である。1990年末より，
マハティール政権は，統治者である国王・州王
による政治介入を規制するため，活発に動き始
めた。
　かねてより，マハティールは国王や州王が政
治に強い権限を持つマレーシアの状況に問題意
識を抱いており，立憲君主制を実質として確立
する必要性を認識していた。そこで，同政権は，
1983年にも各王との衝突を経て，非常事態の
布告権限などの王権に関わる連邦憲法の改正を
行っていた。とはいえ，当時，各王の合意を得
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＝州政府間で対立が続いた。その結果，サバ
州では1994年の州議会選挙で辛うじて過半数
の議席を維持した州与党PBSに対し，切り崩し
工作を行って離党者を出し，PBS政権は崩壊に
至った。一方，クランタン州では，前述した
S46の解散とラザレイのUMNO復党を通じて，
州政権への揺さぶりを図ったものの，かなわな
かった。地方政治を通じて，支持基盤を固め
たPASは，後述する野党連合・代替戦線（BA）
の結成やマレー人からの支持調達にあたって，
重要な役割を果たすことになった。続く1999
年の州議会選挙では野党PASがさらに獲得議
席数を伸ばして，州政権を維持した。
　このように，一部を除き，マハティール政権
は対抗者からの脅威を排除できた一方，与党
UMNO内では水面下での権力闘争が続いてい
た。マハティールの引退後を見据えた，若手政
治家の台頭によって生じたものである。財務相

であったアンワールは，当時40代の若手グルー
プの後押しを受け，マハティールの思惑からは
外れる形で，1993年に副首相と党副総裁の座
を手にした。以降，アンワールは，党総裁であ
るマハティールの地位を脅かす試みに打って
出ることはなく，両者の表立った対立はなかっ
たが，1995～1996年の党内役員選挙ではアン
ワールを支持する勢力の拡大が進んだ。そして，
1997年のアジア通貨危機により，両者の関係
悪化が決定的なものとなった。
　1997年の通貨危機発生直後から，マハティー
ル首相と財務相兼副首相であったアンワールの
間で，危機への対処に関して政策志向の違いが
あることは明らかであった。しかし，両者の対
立が実際に表面化したのは，翌1998年に景気
後退が深刻化して以降である。金融政策での見
解の相違に加え，アンワールと彼に近い党幹部
がマハティール首相や政府の縁故主義を批判し

るために妥協を要し，彼らが政治へ介入する余
地は残されていた。
　そうした状況下で，UMNO内での権力闘争
の結果，与党が地方選挙で敗北した。マハティー
ルとの対立によりUMNOを離党し，1989年に
野党46年精神党（S46）を結成したラザレイは，
当時のクランタン州王の叔父にあたる。1990
年のクランタン州議会選挙で与党BNが破れ，
S46と汎マレーシア・イスラーム党（PAS）の
連立政権が誕生したのは，州王がS46を支持し
たことが一因だと，UMNO内では認識された。
　さらに，当時UMNO内で増加していた若年
起業家層が投資の拡大にあたり，各地で王族の
利権と衝突するようになったことや，王族と強
いつながりを持っていた前任首相らが死去した
ことなども，この時期の王権制限の動きを促し
たとみられる。
　一連の改憲に至るまでには，当然ながら統治
者側からの抵抗があったが，1993年のジョホー
ル州王による暴行事件を機に，政権は急速に作
業を進めた。さらに，免責を見越した王族が，
木材伐採権やさまざまな事業認可など，統治者
の持つ裁可権を利用し，不公正に利益を得てい
るといった批判がメディアで展開された。
　そして，1993年から1994年にかけての憲法
改正の結果，連邦議会の上下院で可決された法
案を国王が裁可の際に差し戻す権限が廃止さ
れ，国王の裁可を経ずとも，送付後30日を過
ぎれば裁可したものとして法案が成立すること
となった。さらに，統治者の行為に関する国会
や州議会での議員の発言が，扇動法の適用対象
とならないことや，それまで免責特権を付され
ていた統治者の行為が，刑事・民事訴訟の対象
となることなども定められた。

　 第 二 に， 野 党 で あ る。 前 述 の と お り，
UMNOか ら 離 れ た ラ ザ レ イ 率 い るS46は，
1990年と1995年の総選挙に参加した。選挙
にあたり，S46は，野党の民主行動党（DAP）
とPASそれぞれと政党連合を結成して両党の
仲介役を担い，実質的にひとつの野党勢力とし
て与党BNに対抗した。1995年の選挙の際には，
直前にDAPが連合を離脱したため一元的な選
挙協力は実現しなかったものの，マレーシアが
与党BN対野党勢力という「二大政党（連合）制」
に至る第一歩となった。
　しかし，S46は1995年総選挙での得票率の
低下や政治資金不足に直面したことに加え，前
述の王権制限問題に関して，クランタン州政権
で連立を組んでいたPASと対立した。S46はメ
リットのなくなったPASとの協力を解消，党
を解散し，ラザレイはマハティールと和解して
UMNOへ復党した。あわせて1995年の選挙で
は，華人有権者を支持層とするDAPも大きく
得票，議席を減らし，与党BNへの盤石な支持
が示された。つまり，当時，諸野党はBN政権
の安定を脅かすような勢力ではなくなったので
あった。
　第三に，地方政府である。1990年代，連邦
与党であるBNではなく，野党が州議会で多数
派を獲り，政権を担った州が2つあった。サバ
州とクランタン州である。サバ州では，1985
年以来，地域政党であるサバ統一党（PBS）が
州政権を担っていたが，1990年の選挙前にBN
から離脱し，S46らの連合に合流した。前述の
とおり，クランタン州でも同様に野党PASが
S46と連立し，1990年に州政権をとった。
　マハティール政権は，財政面から締め付けを
強化するなど，さまざまに両州を攻撃し，連邦

逮捕される前の 1998 年 4 月にコーエン米国防長官と会談するアンワール副首相（左，当時）
（写真：DoD photo by Helene C. Stikkel, Public domain, via Wikimedia Commons）。
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たのに対し，1990年代からはブミプトラ，す
なわちマレー人など先住民族の企業グループを
育成し，ブミプトラによる民営化企業の株式保
有率を維持することを目的とするようになった

（熊谷聡「民営化政策と企業グループへのイン
パクト」鳥居高 編『マハティール政権下のマ
レーシア――「イスラーム先進国」をめざした
22年――』アジア経済研究所，139-178ペー
ジ）。
　1997年のアジア通貨危機は，こうした高度
成長下の経済を直撃した。通貨と株価が急落し
た危機発生当初，政府は緊縮策に注力した。金
融面では資本流出を防ぐため，高金利政策を
とった。財政面では，かねてより悪化していた
経常収支の改善を目指し，輸出企業への減税に
加え，輸入抑制のためにメガプロジェクトと呼
ばれた大規模建設計画の延期などが行われた。
　しかし，翌1998年にはこうした緊縮策の副
作用により，景気の低迷が深刻化した。株価に
加えてバブルが続いていた不動産価格も下落し
たことで，多くの企業が過剰債務に苦しみ，消
費も低迷した。
　そこで，同年半ばより，政府は一転して積極
的な景気浮揚策に舵を切った。金融面では，短
期資金の資本取引規制や1米ドル＝3.8リンギ
の固定相場制を導入したうえで，金利を段階的
に引き下げ，金融機関の貸し出し規制も緩和さ
れた。財政面では，景気刺激策として追加の財
政支出を行い，インフラ整備事業が再開された。
さらに，政府は弱体化した金融システムの安定
化を図るための機関を設立し，企業の不良債権
処理や金融機関への資本注入を進めた。固定相
場制や資本規制には，当初，海外から批判が上
がっていたが，大きな混乱はなく，マレーシア

経済は回復基調に入った。翌1999年には，輸
出の増加から実質成長率6.1％まで持ち直した。
　長期的にみると，アジア通貨危機はマレーシ
ア経済にとって2つの意味で転機となった。ひ
とつは，投資が成長のけん引役ではなくなっ
たことである。GDPに占める総固定資本形成，
すなわち投資の割合は通貨危機を境に低下し
た。1990年代前半，投資は消費の拡大よりも
高い伸び率で成長し，GDPの40％前後を占め
るに至っていたが，通貨危機によって25％以
下まで下落した。その後2000年代以降，同様
の水準が続き，投資の伸び率は平均して消費を
下回って推移している。
　もうひとつは，民営化政策の転換である。
1990年代まで政府が行ってきた民営化政策は，
多くの民営化企業が通貨危機によって経営危機
に陥り，再国有化に至ったことから失敗に終わ
ることとなった。民営化政策は，政府に近い一
部の企業家に集中的に恩恵をもたらしたという
点からも，批判の的となった。政府は，2000
年代以降，再国有化した企業群を政府系企業

（GLC）と改称し，国有のままで経営改革に取
り組んでいくこととなる。専門経営者の登用や
ガバナンスのガイドラインを導入したことで政
府系企業の経営改善が図られ，民間企業も含め
たマレーシア経済全体の健全化につながった。

対外関係

先進国へ対抗するマハティール首相
　1990年代のマレーシア外交は，いかに欧
米を中心とする先進国が主導するルールや国
際組織へ抵抗し，マレーシアをはじめとする
途上国ないしアジア諸国が協同する枠組みを

たことが契機となった。その後，アンワールに
関する同性愛や汚職に関するスキャンダルが明
るみになったことで，首相はアンワールを副首
相兼財務相から解任し，UMNO最高評議会は
彼の党員資格はく奪を決定した。職を追われた
アンワールは，改革（レフォルマシ）を求める
運動を開始し，大衆を動員した集会で汚職の防
止や首相辞任などを求めた。そして，1998年
9月，数万人を集めた首都での大規模集会の翌
日に，支持者らとともに，国内治安法によって
逮捕された。
　アンワールの解任に始まる騒動は，1999年
の総選挙を境に鎮静化していくが，マレーシア
の政治，社会に2つの大きな潮流の変化をもた
らした。ひとつは，市民社会や社会運動の活性
化である。レフォルマシ運動以降，街頭での抗
議行動は，市民社会団体にとって，大衆を動員
できる重要な戦術となった。
　もうひとつは，野党間の連携の深化であ
る。1999年の選挙では，アンワールを支持す
る新党・国民公正党（PKN）を中心に野党連
合・代替戦線（BA）が結成され，イスラーム
政党PASと華人中心の政党である民主行動党

（DAP）が初めて共闘に至った。結果として，
与党BNは変わらず下院議席の3分の2の勢力を
維持したものの，マレー人の支持が分裂し，野
党ではPASを中心に得票を伸ばした。こうした
野党の共闘は，後年，選挙で与党BNに対抗す
るための有効な手段となっていく。

高度成長を直撃した通貨危機
　1990年代のマレーシア経済は，1980年代後
半から続く高度成長から一転，アジア通貨危機

が独立以降最大の景気後退をもたらすという
波乱の時期であった。実質国内総生産（GDP）
成長率でみると，1980年代後半からアジア通
貨危機前年の1996年まで，年率9～10％前後
の高度成長を実現していた。ところが1997年
に始まった通貨危機により，翌1998年には景
気後退が深刻化し，成長率はマイナス7.4％ま
で落ち込んだ。その後，輸出の増加によって
1999年初めには不況が底打ちし，年率6.1％の
プラス成長に回復した。
　1980年代後半から1990年代前半の高度成長
をけん引したのは，工業製品の輸出である。日
系企業を中心に外資による製造業への投資が増
大し，生産された電子・電機製品がアメリカや
日本の市場に向けて輸出された。1991年には
電子・電機製品の輸出額が，かつて輸出総額の
大半を占めていた原油，パーム油などの一次産
品の輸出額を上回り，1995年には輸出総額の
過半を占めるに至った。他方，経済成長が続く
なかで労働力不足が課題となり，外国人労働者
の受け入れが加速した。
　政策面では，1991年に行われたマハティー
ル首相の講演「マレーシア：その前途」が，同
年に発表された「国民開発政策」（NDP）や5
カ年開発計画など，以後の開発政策の重要な指
針となった。のちに「ビジョン2020」と呼ば
れた同講演の主眼は，2020年までにマレーシ
アが先進国入りを果たすという目標にあった。
具体的には，年平均7％の実質成長率を達成し，
30年間で8倍のGDPを実現することが目指さ
れた。この目標達成のための重要施策が，国営
企業の民営化であった。民営化政策は，1980
年代から実施されていたが，当初は経営効率の
改善によって国の財政赤字の削減を目指してい

経 済
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作りあげるかが中心的な課題であった。これ
は，マハティール首相の外交姿勢によるとこ
ろが大きい。とりわけ，1990年代前半にかけ
て，首相は自身が提唱した東アジア経済コーカ
ス（EAEC）構想の実現に奔走した。EAECは，
当時のASEAN5カ国に加え，1990年代後半に
加入したインドシナ3カ国とミャンマー，日本，
中国，朝鮮半島を対象とする緩やかなつながり
の経済グループとされた。
　この構想の目的は，当時進められていた北米
自由貿易協定や欧州の市場統合に対抗する共同
市場を形成すること，さらに人権や熱帯雨林保
護などに関する欧米先進国から途上国への圧力
に結束して対抗することなどがあったと考えら
れる。
　首相や閣僚は，加盟想定国の首脳に設立への
合意を求めて外交を行ったが，アメリカからの
強い反対にあった。そして，日本にはアメリカ
に対抗する「東アジア諸国の代表」として結成
を主導する役割を期待し，設立への同意を再三
求めた。しかし，日本政府は日米経済摩擦など
からアメリカとの対立を望まなかったため，明
確な態度を示さず，韓国やインドネシアにもア
メリカから圧力があったとみられ，この構想が

実現することはなかった。ただし，ASEAN＋
3という形で，この構想と同様の加盟国による
枠組みが1997年から開始された。
　マハティール首相による欧米先進国への批判
と，そうした首相の言動や行動に対する各国か
らの反発は，通貨危機やアンワール元副首相を
めぐる内政の混乱時にも生じた。通貨危機直後，
首相がアメリカのジョージ・ソロスなど外国人
投機家を名指しして，通貨と株価の下落は彼ら
の陰謀によるものだと主張すると，外国メディ
アはマハティールが通貨危機の一因だと非難し
た。アンワール逮捕の際には，警察での取り調
べ中に殴打されたことが明らかになると，欧米
のみならず，ASEAN諸国や国際機関の首脳か
らも相次いで懸念が表明された。
　こうした各国との摩擦の一方，高度成長下で
ビジネス上の結びつきは強化された。1990年
代前半から，マレーシア企業による海外投資が
促進され，ASEAN・アジア諸国，中東，アフ
リカ，南米などへの進出が加速した。また，マ
ルチメディア・スーパー・コリドーなどの国内
の開発事業にあたっては，首相が欧米各国や日
本を積極的に訪れ，投資を呼びかけた。

（地域研究センター）
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